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11. 本資料の位置付け

✓ 第79回 制度設計専門会合（2022/11/25）にて、持ち下げ供出および起動費の扱いに
ついて整理されました。

✓ 持ち下げ供出および起動費の精算方法について、電力・ガス取引監視等委員会を含めて、
一般送配電事業者で詳細議論を進めた結果、2023年度より運用開始可能な目途が
立ちましたので、本資料にて概要や精算方法についてご説明いたします。

✓ 起動供出機の約定を前提として入札単価を補正のうえ入札する場合、または入札単価に
起動費を含めて入札する場合、あらかじめ属地の一般送配電事業者と「持ち下げ供出
および起動費の返還に関する覚書」を締結していただきます。

✓ 2023年2月現在属地の一般送配電事業者と需給調整市場に関する契約を締結している
取引会員さまにつきましては、属地の一般送配電事業者から協議のご連絡を申し上げます。

✓ なお、取引規程（需給調整市場）の改定が2023年4月1日以降となる場合も、本件に関する
整理を遡及適用する内容の覚書を締結していただきます。



22-1. 持ち下げ供出の概要

第78回制度設計専門会合
資料３より抜粋



32-2. 持ち下げ供出の扱いに関する整理

第79回制度設計専門会合
資料３より抜粋

✓ 需給調整市場に起動供出機と持ち下げ供出機を供出する場合、約定後、持ち下げ供出機の
コストを反映したΔkW単価になるように精算を行います。



42-3. 起動費の扱いに関する整理

第79回制度設計専門会合
資料３より抜粋

✓ 需給調整市場に起動費を計上して入札・約定し、実需給時までに起動しなかった場合には、
一般送配電事業者との間で起動費の精算を行います。



53-1. 内訳単価の報告

✓ 持ち下げ供出および起動費の扱いに関する整理について、一般送配電事業者では取引会員
さまの入札価格の中に含まれる、持ち下げ供出を加味して上乗せした単価（以下、「持ち
下げ単価分」）および起動費相当分の単価（以下、「起動費単価分」）が判別できません。

✓ そのため、取引会員さまの入札価格に含まれる持ち下げ単価分および起動費単価分を一般
送配電事業者へご報告いただき、精算することといたします。

✓ なお、電源差替え時は差替え後の電源が持ち下げ単価分および起動費単価分の返還対象と
なります。

✓ 本資料では、2022年度の業務フローから変更となる点を中心にご説明いたします。
（全体業務フローについては別紙をご参照ください。）

応動可能幅

最低出力を
維持するために

必要な出力

G1
起動供出機

G2
持ち下げ
供出機

実態にあったΔkW単価

G1：150 円/ΔkW･30分

G2：10 円/ΔkW･30分

約定ΔkW単価

G1：150 円/ΔkW･30分

G2：155 円/ΔkW･30分

（内、持ち下げ単価分
145円）

起動費

約定
ΔkW
単価

約定ΔkW単価

100 円/ΔkW･30分

内、起動費単価分 20円

入札価格に含まれる内訳単価を
ご報告いただく

持ち下げ供出の場合 起動費の場合

修正



63-2. 全体業務フロー

✓ 2023年度からシステム対応までの暫定業務フローは以下のとおりです。（朱記が変更点）

✓ フロー内 ①～③の内容については、次頁でご説明します。

時期 業務内容 取引会員 MMS 一般送配電事業者

Ｎ
月

取引会員さまにより入札を
行い、MMSで約定処理を行
う。

Ｎ
＋
1

月

原則
1営業日

まで

取引会員さまは内訳単価お
よび精算要否情報を記載し
た約定単価内訳兼返還情報
を属地の一般送配電事業者
へメールで送信する。

Ｎ
＋
２
月

15暦日
まで

一般送配電事業者は約定単
価内訳兼返還情報を反映し
精算額の算定を行う。

起動費返還区分と発電実績
が不整合の場合、取引会員
さまと協議を行う。

Ｎ
＋
３
月
以
降

15暦日
まで

協議が完了次第再算定を行
い、次回の料金に差額を反
映する。

送配電網協議会HPで持ち下
げ・起動費返還分を公表す
る。

入札 約定処理

約定単価内訳
兼返還情報の

送信

約定単価内訳
兼返還情報の

受領

精算額の算定精算額の通知精算額の確認

取引会員さま
と協議

再算定

返還分の公表

※

※約定単価内訳兼返還情報と発電実績が不整合の場合

再算定が必要の場合

一般送配電
事業者と協議

①

②

③

修正



73-3. 詳細業務フロー

No.
取引会員さまの

業務
内容・変更点

① 入札

✓ 入札時点で取引会員さまの内訳単価は確定しているため、持ち下げ単価分およ
び起動費単価分を含んだ価格で入札する場合は、入札時点で内訳単価をMMS
に登録していただきます。

✓ ただし、2023年度の運用開始時点では需給調整市場システム（MMS）の改修

が完了していないため、改修までの期間は、入札時点での内訳単価の
ご報告は不要とします。

✓ 改修時期に関して目途がたちましたら取引会員さまへご連絡いたします。

②
約定単価内訳
兼返還情報の

送信

✓ 取引会員さまは、約定実績のうち持ち下げ単価分および起動費単価分が
含まれた返還対象のすべての30分単位について、約定単価内訳兼返還情報を

実需給の原則翌月１営業日までに属地エリアの一般送配電事業者へ
メールで送信していただきます。

✓ なお、約定単価内訳兼返還情報として以下の内容をご報告いただきます。

約定番号・約定識別ID・約定年月日・時刻コード・系統コード・エリアコー
ド・約定価格・持ち下げ単価分・起動費単価分・持ち下げ返還区分・
起動費返還区分

③
一般送配電
事業者との

協議

✓ 取引会員さまに提出いただく起動費返還区分と一般送配電事業者にて保有して
いる取引会員さまの発電実績の情報が不整合の場合、協議を行います。

✓ 再算定が必要となった場合は、協議が完了次第再算定を行い、次回の料
金に差額を反映します。

修正



84‐1. 用語の定義

No 用語 定義

１ 持ち下げ単価分

持ち下げ供出機※1のΔｋＷの入札単価のうち、持ち下げ供出機の入札単価を起動供出
機※2 の入札単価よりも高値とし、約定順位を起動供出機よりも劣後させることを目
的として、関係規程類において望ましいとされる入札価格から算出される入札単価に
加算した30分あたりの単価
（単価の単位は円/キロワットとし、銭単位までとする）
※１ 入札時点で、起動供出機の最低出力を維持するために実需給において出力を下げることを計画していた

単独発電機または各リスト・パターン（発電リソースを用いる場合）
※２ 入札時点で、ΔｋＷを供出するために実需給において起動することを計画していた単独発電機または各

リスト・パターン（発電リソースを用いる場合）

２ 起動費単価分

ΔｋＷの入札単価のうち、当該単独発電機または各リスト・パターン（発電リソース
を用いる場合）の起動に係る費用の30分あたりの単価（単価の単位は円/キロワットとし、

銭単位までとする）

または、約定した単独発電機または各リスト・パターン（発電リソースを用いる場
合）を差替えたことに伴いΔｋＷ約定単価を変更した場合の、当該変更後のΔｋＷ約
定単価のうち、起動に係る費用の30分あたりの単価（単価の単位は、円/キロワットとし、

銭単位までとする）

３
持ち下げ返還
区分

持ち下げ単価分を含んだ単価で持ち下げ供出機が約定した場合の、取引会員さまが当
該約定した商品ブロックについて入力する、持ち下げ単価分の返還要否の区分

４
起動費返還
区分

起動費単価分を含んだ単価で単独発電機または各リスト・パターン（発電リソースを
用いる場合）で約定した場合または差替えを行った場合に、当該単独発電機または各
リストパターン（発電リソースを用いる場合）が提供期間に起動しなかった場合の、
当該約定した商品ブロックについて入力する、起動費単価分の返還要否の区分

５
約定単価内訳兼
返還情報

取引会員さまから持ち下げ単価分・起動費単価分の返還が必要な場合に、
属地の一般送配電事業者へ提出する情報
（約定番号、約定識別ID、約定年月日、時刻コード、系統コード、

エリアコード、約定価格、持ち下げ単価分、起動費単価分、持ち下げ返還区分、起動費返還区分）

修正



94-2. 用語の定義

【前スライドの続き】

No 用語 定義

６ 返還分控除後単価
「MMS約定単価 － (持ち下げ単価分 ＋ 起動費単価分）」により算出される
単価

７ 返還分控除後約定料金 「返還分控除後単価×ΔｋW約定量」により算出される料金

８
持ち下げ・起動費
返還分

「約定料金 － 返還分控除後約定料金」 により算出される料金

９
返還分控除後
ペナルティ料金

返還分控除後約定料金をもとに算定したペナルティ料金

起動費
単価分

持ち下げ
単価分

MMS
約定単価
（円）

返還分控除後約定単価

【単価名称イメージ図】

返還分
控除後

約定料金

単価 料金

持ち下げ・
起動費
返還分

約定料金
（円）


